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特集
どこが税会不一致となるのか

新リース会計基準における
税効果会計のポイント
令和7年度税制改正の法令・通達を確認
リース税制見直しの税効果会計への影響
OL、所有権移転外リースの処理
新リース会計基準における
借手の税効果会計の留意点
第2法の廃止に伴うFLの処理
新リース会計基準における
貸手の税効果会計の留意点
フリーレント、セール＆リースバック
新リース会計基準における
特殊な取引の税効果会計
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伊藤　清治
税理士・公認会計士

荒井　優美子
2024年9月に新リース会計基準が公表されたことに伴い、令和７年度税制改正で
リース税制に関する法人税改正が行われた。本改正によって、税会不一致が生じるケー
スもあり、その場合の税効果会計が実務上問題となってくる。本特集では、税会不一致
がどのような場合に生じるかを整理し、その際の税効果会計の適用や申告調整のしか
たについて、解説していただいた。


